
 

 

 

東京都市計画高度地区の変更（案） 

 

都市計画高度地区を次のように変更する。 

面積欄の（  ）内は変更前を示す。   

種  類 面 積 建築物の高さの最高限度又は最低限度 備考 

〔     

最 
    

高     

限     

度     

〕 

第１種 

高度地区 

約   ha 

0.2 

 

 建築物の各部分の高さ（地盤面からの高さによる。以

下同じ。）は、当該部分から前面道路の反対側の境界線

又は隣地境界線までの真北方向の水平距離の０．６倍に

５メートルを加えたもの以下とする。 

 

第２種 

高度地区 

約   ha 

 

－ 

 

 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反

対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離

が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平距離の

１．２５倍に５メートルを加えたもの以下とし、当該真

北方向の水平距離が８メートルを超える範囲にあって

は、当該水平距離から８メートルを減じたものの０．６

倍に１５メートルを加えたもの以下とする。 

 

１７ｍ第２種 

高度地区 

約   ha 

 

 

 

207.2 

１ 建築物の高さ（地盤面からの高さによる。以下同

じ。）は１７メートル以下とする。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の 

反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水 

平距離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平

距離の１．２５倍に５メートルを加えたもの以下と

し、当該真北方向の水平距離が８メートルを超える範

囲にあっては、当該水平距離から８メートルを減じた

ものの０．６倍に１５メートルを加えたもの以下とす

る。 

 

２２ｍ第２種 

高度地区 

約   ha 

 

 

 

201.2 

１ 建築物の高さは２２メートル以下とする。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の 

反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水 

平距離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平

距離の１．２５倍に５メートルを加えたもの以下と

し、当該真北方向の水平距離が８メートルを超える範

囲にあっては、当該水平距離から８メートルを減じた

ものの０．６倍に１５メートルを加えたもの以下とす

る。 

 

第３種 

高度地区 

約   ha 

114.7 

 

建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反

対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距 

離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平距離の

１．２５倍に１０メートルを加えたもの以下とし、当該

真北方向の水平距離が８メートルを超える範囲にあっ 

ては、当該水平距離から８メートルを減じたものの０．

６倍に２０メートルを加えたもの以下とする。 

 



〔  
   

最     

高     

限     

度     

〕 

１７ｍ第３種 

高度地区 

約   ha 

 

 

 

10.4 

１ 建築物の高さは１７メートル以下とする。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の

反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水 

平距離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平

距離の１．２５倍に１０メートルを加えたもの以下と

し、当該真北方向の水平距離が８メートルを超える範

囲にあっては、当該水平距離から８メートルを減じた

ものの０．６倍に２０メートルを加えたもの以下とす

る。 

 

２４ｍ第３種 

高度地区 

約   ha 

 

 

 

164.9 

１ 建築物の高さは２４メートル以下とする。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の

反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水 

平距離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平

距離の１．２５倍に１０メートルを加えたもの以下と

し、当該真北方向の水平距離が８メートルを超える範

囲にあっては、当該水平距離から８メートルを減じた

ものの０．６倍に２０メートルを加えたもの以下とす

る。 

 

１７ｍ 

高度地区 

約   ha 

0.1 建築物の高さは１７メートル以下とする。  

２４ｍ 

高度地区 

約   ha 

3.7 建築物の高さは２４メートル以下とする。  

３１ｍ 

高度地区 

約   ha 

9.8 建築物の高さは３１メートル以下とする。  

３５ｍ 

高度地区 

約   ha 

97.7 建築物の高さは３５メートル以下とする。  

４０ｍ 

高度地区 

約   ha 

60.4 

（61.7） 

建築物の高さは４０メートル以下とする。  

５０ｍ 

高度地区 

約   ha 

34.0 建築物の高さは５０メートル以下とする。  

６０ｍ 

高度地区 

約   ha 

17.3 建築物の高さは６０メートル以下とする。  

 

合 計 

約   ha 

921.6 

（922.9） 

 

 
 

     



〔 
    

最     

高     

限 
    

度     

〕 

１ 制限の緩和 

この規定の適用の緩和に関する措置は、次の各号に定めるところによる。ただし、

第２号の規定については、北側の前面道路又は隣地との関係についての建築物の各部

分の高さの最高限度（以下「斜線型高さ制限」という。）が定められている場合にお

いて、その高さを算定するときに限る。 

（１）北側の前面道路の反対側に水面、線路敷その他これらに類するもの（以下「水面

等」という。）がある場合又は敷地の北側の隣地境界線に接して水面等がある場合

においては、当該前面道路の反対側の境界線又は当該水面等に接する隣地境界線は、  

当該水面等の幅の２分の１だけ外側にあるものとみなす。 

（２）敷地の地盤面が北側の隣地（北側に前面道路がある場合においては、当該前面道

路の反対側の隣接地をいう。以下同じ。）の地盤面（隣地に建築物がない場合にお

いては、当該隣地の平均地表面をいう。以下同じ。）より１メートル以上低い場合

においては、当該敷地の地盤面は、当該高低差から１メートルを減じたものの２分の

１だけ高い位置にあるものとみなす。 

２ 一定の複数建築物に対する制限の特例 

一団地内に２以上の構えをなす建築物を総合的設計によって建築する場合又は一定

の一団の土地の区域内に現に存する建築物の位置及び構造を前提として総合的見地か

らした設計によって当該区域内に建築する場合において、建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号）第８６条第１項又は第２項（第８６条の２第８項においてこれらの規

定を準用する場合を含む。）の規定により同一敷地内にあるものとみなされるこれら

の建築物は、この規定を適用する場合においては、同一敷地内にあるものとみなす。 

３ 既存不適格建築物等に対する適用の除外 

この規定の適用の際、現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事

中の建築物が当該規定に適合しない部分を有する場合においては、当該建築物の部分

に対しては、当該規定は適用しない。また、当該建築物の各部分の高さの範囲内で修

繕、模様替を行う場合においても、当該規定は適用しない。 

４ 地区計画の区域内の特例 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第１項の規定による地区計

画等により建築物の高さの最高限度を定めた区域内においては、当該建築物の高さの

最高限度をこの規定による建築物の高さの最高限度から斜線型高さ制限を除いた建築

物の高さの限度（以下「絶対高さ制限」という。）と読み替えて適用する。 

５ 市街地環境の向上に資する建築物の特例 

（１）周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建築物であると

区長が認めたものについては、次の表１に掲げる制限の範囲内で、当該建築物に係

る絶対高さ制限について、その高さを算定することができる。 

表１ 絶対高さ制限の範囲（敷地面積：規模要件なし） 

指定容積率 絶対高さ制限の範囲 

５００％未満 絶対高さ制限の１．３倍に相当する高さ 

５００％以上 絶対高さ制限の１．５倍に相当する高さ 

（２）周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建築物（敷地面

積が１，０００平方メートル以上の建築物に限る。）であると区長が認めて許可し

たものについては、敷地面積の規模に応じて、次の表２に掲げる制限の範囲内で、

当該建築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定することができる。この

場合において区長は、許可するに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員

会の意見を聴くものとする。 

 

 

 

 



〔     

最     

高     

限     

度     
〕 

表２ 絶対高さ制限の範囲（敷地面積：１，０００平方メートル以上） 

指定容積率 絶対高さ制限の範囲 

５００％未満 絶対高さ制限の１．５倍から２．０倍に相当する高さ 

５００％以上 絶対高さ制限の２．０倍から２．５倍に相当する高さ 

６ 老朽分譲マンションの建替え等に関する特例 

（１）次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物を建替えし、又は更

新する場合で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建

築物であると区長が認めたものは、絶対高さ制限の１．５倍に相当する高さ制限の

範囲内で、当該建築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定することがで

きる。 

ア 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けて着手し建築した建築物であるこ

と。 

イ マンションの再生等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号）第２条

第１項第２号に規定するマンションの建替え又は同項第３号に規定するマンショ

ンの更新であること。 

ウ 建替え後又は更新後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

（２）次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物を建替えし、又は更

新する場合で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建

築物（敷地面積が１，０００平方メートル以上の建築物に限る。）であると区長が

認めて許可したものは、絶対高さ制限の２．０倍に相当する高さ制限の範囲内で、

当該建築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定することができる。この

場合において区長は、許可するに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員

会の意見を聴くものとする。 

ア 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けて着手し建築した建築物であるこ

と。 

イ マンションの再生等の円滑化に関する法律第２条第１項第２号に規定するマン

ションの建替え又は同項第３号に規定するマンションの更新であること。 

ウ 建替え後又は更新後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

７ 総合設計制度を活用する建築物（分譲マンションの建替え）の特例 

次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物の建替えに際して建築

基準法第５９条の２に基づく許可を受けた建築物で、周辺環境に対し一定の配慮が図

られ、市街地環境の向上に資する建築物であると区長が認めて許可したものについて

は、東京都総合設計許可に係る建築物の高さ等誘導指針（平成１８年３月３１日制

定）第２の２、（１）及び（２）の範囲内で、当該建築物に係る絶対高さ制限につい

て、その高さを算定することができる。この場合において区長は、許可するに当た

り、あらかじめ学識経験者等で構成する委員会の意見を聴くものとする。 

ア マンションの再生等の円滑化に関する法律第２条第１項第２号に規定するマン

ションの建替えであること。 

イ 建替え後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

８ マンション再生円滑化法に基づく緩和特例を活用する建築物の特例 

マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６３条の５９に基づく許可を受けた

建築物で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建築物である

と区長が認めて許可したものについては、同法の許可の範囲内で、当該建築物に係る絶

対高さ制限について、その高さを算定することができる。この場合において区長は、許可

するに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員会の意見を聴くものとする。 

９ 公益上やむを得ないと認められる建築物の特例 

区長が公益上やむを得ないと認めて許可した建築物については、当該建築物に係る絶

対高さ制限について、その高さを算定するときに限り、この規定は適用しない。この場合

において区長は、許可するに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員会の意見を

聴くものとする。 
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10 特定行政庁の許可による特例 

次の各号の一に該当する建築物で特定行政庁（当該建築物に関する建築基準法上の

事務について権限を有する特定行政庁をいう。以下同じ。）が許可したものについて

は、この規定の斜線型高さ制限は適用しない。この場合において特定行政庁は、第２

号又は第３号に該当するものについて許可するときは、あらかじめ建築審査会の同意を

得るものとする。 

（１）都市計画として決定した一団地の住宅施設に係る建築物で土地利用上適当と認め

られるもの 

（２）建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３６条に定める敷地内空地

及び敷地規模を有する敷地に総合的な設計に基づいて建築される建築物で市街地の

環境の整備改善に資すると認められるもの 

（３）その他公益上やむを得ないと認め、又は周囲の状況等により環境上支障がないと

認められる建築物 

11 絶対高さ制限に係る経過措置 

絶対高さ制限に関する規定の適用の日以前又は適用の日から起算して５年を超えな

い日までになされた建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第６２

条第１項に規定する建替え決議に基づく建築物で、区長が認めたものについては、当

該建築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定するときに限り、この規定は適用

しない。 

 

 
「種類、位置及び区域は、計画図表示のとおり」 

 

理 由： 白金高輪駅前東地区地区計画及び白金高輪駅前東地区市街地再開発事業の決定に伴い、市街地環

境と土地利用上の観点から検討した結果、高度地区を変更する。 

 



 
変 更 概 要 

番 号 変 更 箇 所 変 更 前 変 更 後 面 積 備 考 

① 
高輪一丁目及び 

白金一丁目各地内 

４０ｍ 

高度地区 
指定なし 

約   ha 

1.3 
 

 

 

事 項 

 

建築物の高さの最高限度又は最低限度 

〔最 高 限 度〕 

変 更 前 

 

６ 老朽分譲マンションの建て替えに関する特例 

（１）次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物を建て替える場合

で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建築物であ

ると区長が認めたものは、絶対高さ制限の１．５倍に相当する高さ制限の範囲内

で、当該建築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定することができ

る。 

ア 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受け着手し建築した建築物であるこ

と。 

イ マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号）第

２条第１項に規定するマンションの建替えであること。 

ウ 建て替え後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

（２）次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物を建て替える場合

で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建築物（敷

地面積が１，０００平方メートル以上の建築物に限る。）であると区長が認めて

許可したものは、絶対高さ制限の２．０倍に相当する高さ制限の範囲内で、当該

建築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定することができる。この場

合において区長は、許可するに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員

会の意見を聴くものとする。 

ア 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けて着手し建築した建築物である

こと。 

イ マンションの建替え等の円滑化に関する法律第２条第１項に規定するマンシ

ョンの建替えであること。 

ウ 建て替え後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

７ 総合設計制度を活用する建築物（分譲マンションの建て替え）の特例 

次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物の建て替えに際して

建築基準法第５９条の２に基づく許可を受けた建築物で、周辺環境に対し一定の配

慮が図られ、市街地環境の向上に資する建築物であると区長が認めて許可したもの

については、東京都総合設計許可に係る建築物の高さ等誘導指針（平成１８年３月

３１日制定）第２の２、（１）及び（２）の範囲内で、当該建築物に係る絶対高さ

制限について、その高さを算定することができる。この場合において区長は、許可

するに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員会の意見を聴くものとす

る。 

ア マンションの建替え等の円滑化に関する法律第２条第１項に規定するマンショ

ンの建替えであること。 

イ 建て替え後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

８ マンション建替え円滑化法に基づく容積率の緩和特例を活用する建築物の特例 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１０５条に基づく許可を受けた建

築物で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建築物で

あると区長が認めて許可したものについては、同法の許可の範囲内で、当該建築物

に係る絶対高さ制限について、その高さを算定することができる。この場合におい

て区長は、許可するに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員会の意見を

聴くものとする。 



変 更 後 

 

６ 老朽分譲マンションの建替え等に関する特例 

（１）次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物を建替えし、又は

更新する場合で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資す

る建築物であると区長が認めたものは、絶対高さ制限の１．５倍に相当する高さ

制限の範囲内で、当該建築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定する

ことができる。 

ア 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けて着手し建築した建築物である

こと。 

イ マンションの再生等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号）第２

条第１項第２号に規定するマンションの建替え又は同項第３号に規定するマン

ションの更新であること。 

ウ 建替え後又は更新後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

（２）次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物を建替えし、又は

更新する場合で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資す

る建築物（敷地面積が１，０００平方メートル以上の建築物に限る。）であると

区長が認めて許可したものは、絶対高さ制限の２．０倍に相当する高さ制限の範

囲内で、当該建築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定することがで

きる。この場合において区長は、許可するに当たり、あらかじめ学識経験者等で

構成する委員会の意見を聴くものとする。 

ア 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けて着手し建築した建築物である

こと。 

イ マンションの再生等の円滑化に関する法律第２条第１項第２号に規定するマ

ンションの建替え又は同項第３号に規定するマンションの更新であること。 

ウ 建替え後又は更新後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

７ 総合設計制度を活用する建築物（分譲マンションの建替え）の特例 

次のいずれにも該当する主たる用途が共同住宅である建築物の建替えに際して建

築基準法第５９条の２に基づく許可を受けた建築物で、周辺環境に対し一定の配慮

が図られ、市街地環境の向上に資する建築物であると区長が認めて許可したものに

ついては、東京都総合設計許可に係る建築物の高さ等誘導指針（平成１８年３月３

１日制定）第２の２、（１）及び（２）の範囲内で、当該建築物に係る絶対高さ制

限について、その高さを算定することができる。この場合において区長は、許可す

るに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員会の意見を聴くものとする。 

ア マンションの再生等の円滑化に関する法律第２条第１項第２号に規定するマン

ションの建替えであること。 

イ 建替え後の建築物の主たる用途が共同住宅であること。 

８ マンション再生円滑化法に基づく緩和特例を活用する建築物の特例 

マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６３条の５９に基づく許可を受け

た建築物で、周辺環境に対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する建築

物であると区長が認めて許可したものについては、同法の許可の範囲内で、当該建

築物に係る絶対高さ制限について、その高さを算定することができる。この場合に

おいて区長は、許可するに当たり、あらかじめ学識経験者等で構成する委員会の意

見を聴くものとする。 

 

 



 



都市計画の案の理由書  

 

１  種類・名称  

東京都市計画 高 度地区  

 

２  理  由  

白金高輪 駅前 東 地区 内の地 下鉄駅 出入口周 辺で は、歩 道及び

出入口階 段の 幅員が 狭 いこ とや 、 地下鉄と 公共 駐輪場 の 利用 者

動線が 入 り組 んでい るなど 、駅を 中心とし た 公 共交通 の利便 性

に課題を 抱え ている 。また 、一般 緊急輸送 道路 沿道に おける 建

築物の耐 震化 の遅れ や、地 区内 部 における 建築 物の老 朽化、 ま

とまった 緑や オープ ンスペ ースの 不足など によ り 、駅 周辺に ふ

さわしい 合理 的かつ 健全な 土地利 用が十分 に図 られて おらず 、

防災性及び市街 地環境の向 上 も 課 題となっている 。  

「港区ま ちづ くりマ スター プラン （平成 ２ ９ 年 ３月）」で は、

駅周辺な どの 交通利 便性の 高い地 域 を地域 の生 活拠点 の形成 を

誘導する地域に 位置付けて いる。また、「白金 高輪駅東部 地区ま

ちづくり構想（ 令和 ３年 ７ 月）」で は、駅周辺にお いて、地域 拠

点として の交 通結節 機能の 強化や 、地域に 親し まれる 緑やオ ー

プンスペ ース の整備 による 利便性 ・安全性 の高 い駅前 複合拠 点

の形成 を方針と して示 して いる。  

  このような 背景を踏ま え 、白 金高輪駅前東 地 区地区計画 の 決

定 及 び 白 金 高 輪 駅 前 東 地 区 第 一 種 市 街 地 再 開 発 事 業 の 決 定 に

伴い、市街 地環境と土 地利用 上 の 観点から 検討し た結果 、面 積

約１．３ヘ クタール の 区域 につい て、高度地 区を 変更す るもの

である。  


